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議第133号

京都市環境影響評価等に関する条例の一部を改正する条例の制定

について

　京都市環境影響評価等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。

平成24年11月26日提出

京 都 市 長 門 川 大 作

京都市環境影響評価等に関する条例の一部を改正する条例

　京都市環境影響評価等に関する条例の一部を次のように改正する。

　　　　　　　　　　　　　　　　「　第２章　準備書の作成前の手続

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第１節　事前配慮（第６条・第７条）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２節　技術指針（第８条）
目次中「第５条」を「第６条」に，

　第３節　方法書の作成等（第９条～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第４節　方法書についての市長の意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第５節　環境影響評価の実施等（第

　　　　　　　　　「　第２章　方法書の作成前の手続

　　　　　　　　　 　　第１節　計画段階環境配慮の実施（第７条）

　　　　　　　　 　　　第２節　配慮書案の作成等（第８条～第12条）

　　　　　　　　　 　　第３節　配慮書案についての市長の意見（第13条）

　　　　　　　　　 　　第４節　配慮書の作成等（第14条・第15条）

第12条）　　　　
を
　　　第５節　第２類事業の実施の制限（第16条）

見（第13条）　　　　　第３章　準備書の作成前の手続

14条・第15条）」　 　　　第１節　方法書の作成等（第17条～第21条）

　　　　　　　　　 　　第２節　方法書についての市長の意見（第22条）

　　　　　　　　　 　　第３節　環境影響評価の実施等（第23条・第24条）　」
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に，「第３章」を「第４章」に，「第16条～第20条」を「第25条～第29条」

に，「第21条・第22条」を「第30条・第31条」に，「第23条」を「第32条」

に，「第４章」を「第５章」に，「第24条・第25条」を「第33条・第34条」

に，「第５章」を「第６章」に，「第26条・第27条」を「第35条・第36条」

に，「第６章」を「第７章」に，「第28条～第31条」を「第37条～第40条」

に，「第32条～第35条」を「第41条～第44条」に，「第７章」を「第８章」

に，「第36条～第38条」を「第45条～第58条」に，「第８章」を「第９章」

に，「第39条～第42条」を「第59条～第62条」に，「第９章」を「第10章」に，

「第43条～第49条」を「第63条～第69条」に改める。

　第１条中「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に改める。

　第２条第２号から第５号までを次のように改める。

　⑵　第１類事業　別表に掲げる事業のいずれかに該当する事業であって，

規模（形状が変更される部分の土地の面積，新設される工作物の大きさ

その他の数値で表される事業の規模をいう。）が大きく，環境影響の程

度が著しいものとなるおそれがあるものとして別に定めるもの（環境

影響評価法（以下「法」という。）第２条第２項に規定する第一種事業

（以下「第一種事業」という。）及び同条第３項に規定する第二種事業

（以下「第二種事業」という。）を除く。）をいう。

　⑶　第２類事業　別表に掲げる事業のいずれかに該当する事業であって，

第１類事業に準じる規模を有するものとして別に定めるもの又は別に定

める地域で実施するもの（いずれも第一種事業，第二種事業及び第１類

事業を除く。）をいう。

　⑷　対象事業　第１類事業又は第２類事業をいう。

　⑸　法対象事業　法第２条第４項に規定する対象事業をいう。

　第２条に次の３号を加える。

　⑹　事業者　対象事業を実施しようとし，又は実施している者（委託に係

る対象事業にあっては，その委託をしようとし，又はその委託をしてい



（議第133号） 3

る者）をいう。

　⑺　計画段階環境配慮　対象事業に係る計画の立案の段階において，１又

は２以上の当該対象事業の実施が想定される区域（以下「事業実施想定

区域」という。）における当該対象事業に係る環境の保全のために配慮

すべき事項（以下「計画段階環境配慮事項」という。）について検討す

ることをいう。

　⑻　事後調査　第１類事業に係る事業者（以下「第１類事業者」とい

う。）が対象事業に係る工事に着手した後に，当該対象事業の実施によ

る環境影響について調査することをいう。

　第２条に次の１項を加える。

２　法対象事業に該当しないこととなった第二種事業であって，前項第２号

の事業の種類及び規模等の要件を満たすものについては，第１類事業とみ

なし，第３章から第10章まで（第47条から第58条までを除く。）の規定を

適用する。

　第49条を第69条とし，第48条を第68条とし，第47条を第67条とする。

　第46条中「関係地域」を「事業実施想定区域，方法書関係地域又は準備書

関係地域」に改め，同条を第66条とする。

　第45条第２項中「第35条第２項」を「第44条第２項」に改め，同条を第65

条とする。

　第44条を第64条とし，第43条を第63条とする。

　第９章を第10章とする。

　第８章中第42条を第62条とし，第41条を第61条とし，第40条を第60条とす

る。

　第39条中「事前配慮指針及び」を削り，「並びに」の右に「配慮書案，」を

加え，同条を第59条とする。

　第８章を第９章とする。

　第38条を削る。
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　第37条中「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に改め，同条を第46条とし，

第７章中同条の次に次の12条を加える。

（第一種事業等に係る計画段階環境配慮等に関する規定の準用）

第47条　第６条（第２項第２号から第４号までを除く。），第２章（第５節を

除く。），第45条，前条，第65条第１項及び第67条の規定は，第一種事業及

び第二種事業について準用する。この場合において，次の表の左欄に掲げ

るこの条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，同表の右欄に掲げる字句

に読み替えるものとする。

第６条第１項 環境影響評価等及び第

50条第１項に規定する

供用後事後調査

第一種事業又は第二種事業

（以下「第一種事業等」と

いう。）に係る計画段階環

境配慮（事業者（第一種事

業等を実施しようとし，又

は実施している者（委託に

係る第一種事業等にあって

は，その委託をしようとし，

又はその委託をしている

者）をいう。以下同じ。）

が第一種事業等に係る計画

の立案の段階において，１

又は２以上の当該第一種事

業等の実施が想定される区

域（以下「事業実施想定区

域」という。）における当

該第一種事業等に係る環境

の保全のために配慮すべき

事項（以下「計画段階環境

配慮事項」という。）につ

いて検討することをいう。

以下同じ。）
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第６条第６項 環境影響評価等及び第

50条第１項に規定する

供用後事後調査

計画段階環境配慮

第７条 対象事業 第一種事業等

行わなければならない 行わなければならない。た

だし，当該事業者が法第３

条の２第１項又は第３条の

10第１項の規定により検討

を行った場合その他別に定

める場合は，この限りでな

い

第８条各号列記以外の

部分

行った 行い，又は法第３条の２第

１項若しくは第３条の10

第１項の規定により検討を

行った

第８条第２号 対象事業 第一種事業等

第８条第３号 対象事業 第一種事業等

第10条第１項 第１類事業者 事業者

第10条第２項 第１類事業者 事業者

第10条第３項 第１類事業者 事業者

第14条 配慮書 配慮書（法第３条の３第１

項の規定に基づく配慮書を

含む。以下同じ。）

第45条第１項 対象事業 第一種事業等

環境影響評価等 計画段階環境配慮

第45条第２項 対象事業 第一種事業等

環境影響評価等 計画段階環境配慮



（議第133号）6

第46条 対象事業 第一種事業等

及び環境影響評価その

他の手続を経る

その他の手続を行う

第65条第１項 環境影響評価等 計画段階環境配慮

対象事業 第一種事業等

第67条 環境影響評価等 計画段階環境配慮

（法対象事業に係る方法書についての市長の意見）

第48条　市長は，法第10条第２項の規定により意見を述べたときは，速やか

に，その旨その他別に定める事項を公告し，当該意見を記載した書面を公

告の日から起算して１月間縦覧に供するとともに，別に定めるところによ

り，インターネットを利用して公表しなければならない。

（法対象事業に係る公聴会の開催及び公聴会記録書の作成等）

第49条　市長は，法第15条の規定により送付を受けた準備書について環境の

保全の見地からの意見を聴くため，公聴会を開催しなければならない。た

だし，第３項の規定による届出がないときは，この限りでない。

２　市長は，公聴会を開催しようとするときは，あらかじめ，日時，場所そ

の他別に定める事項を公告しなければならない。

３　第１項の意見を述べようとする者は，法第16条の公告の日から，同条の

縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過する日までの間に，そ

の旨を市長に届け出なければならない。

４　市長は，公聴会の終了後速やかに，公聴会記録書を作成し，その写しを

第１項の準備書を作成した者及び京都府知事に送付しなければならない。

（供用後事後調査計画書の作成等）

第50条　法第38条の２第１項の規定により報告書を作成した者（以下「移行

事業者」という。）は，法対象事業に係る工事が完了した後，当該法対象

事業に係る施設の供用による環境影響についての調査（以下「供用後事後
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調査」という。）を行うための計画書（以下「供用後事後調査計画書」と

いう。）を作成しなければならない。

２　移行事業者は，供用後事後調査を実施しようとするときは，あらかじめ，

供用後事後調査計画書を市長に提出するとともに，第４項の公告と同時に，

当該供用後事後調査計画書をインターネットの利用その他適切な方法によ

り公表しなければならない。

３　移行事業者は，次項の公告と同時に，法第27条の規定により公告した評

価書をインターネットの利用その他適切な方法により公表するよう努めな

ければならない。

４　市長は，第２項の規定による供用後事後調査計画書の提出があったとき

は，速やかに，その旨その他別に定める事項を公告し，当該供用後事後調

査計画書を公告の日から起算して１月間縦覧に供するとともに，別に定め

るところにより，インターネットを利用して公表しなければならない。

（供用後事後調査の実施等）

第51条　移行事業者は，技術指針及び供用後事後調査計画書に記載されてい

るところにより，供用後事後調査を行わなければならない。

２　移行事業者は，供用後事後調査を行ったときは，速やかに供用後事後調

査の結果を記載した報告書を市長に提出しなければならない。

３　移行事業者は，次項の公告と同時に，前項の報告書をインターネットの

利用その他適切な方法により公表しなければならない。

４　市長は，第２項の規定による報告書の提出があったときは，速やかに，

その旨その他別に定める事項を公告し，当該報告書を公告の日から起算し

て１月間縦覧に供するとともに，別に定めるところにより，インターネッ

トを利用して公表しなければならない。

（移行事業者に対する必要な措置の要請及び命令）

第52条　市長は，前条第２項の規定による報告書の提出があったときは，当

該報告書の内容を審査し，法対象事業の実施による環境影響の程度が環境
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影響評価の結果に比して著しいものとなるおそれがあると認めるときは，

移行事業者に対し，環境の保全のための必要な措置を採ることを要請する

ことができる。

２　市長は，法対象事業の実施による環境影響の程度が環境影響評価の結果

に比して著しいものとなるおそれがある場合において，人の生命若しくは

身体に係る回復が困難な被害が生じ，又は環境の保全若しくは生物の多様

性の保全に著しい支障が生じるおそれがあると認めるときは，移行事業者

に対し，必要な措置を採ることを命じることができる。

（移行事業者に係る手続の併合等）

第53条　移行事業者は，相互に関連する２以上の法対象事業について，併せ

てこの条例の規定による供用後事後調査その他の手続を経ることができる。

２　２以上の移行事業者が１又は相互に関連する２以上の法対象事業に係る

供用後事後調査を実施しようとするときは，当該２以上の移行事業者は，

当該２以上の移行事業者のうちからこの条例の規定による供用後事後調査

その他の手続を行う１の移行事業者（以下「代表移行事業者」という。）

を定め，代表移行事業者に当該１又は相互に関連する２以上の法対象事業

に係るこの条例の規定による供用後事後調査その他の手続を併せて行わせ

ることができる。この場合において，代表移行事業者が行った供用後事後

調査その他の手続は当該２以上の移行事業者が行ったものとみなし，代表

移行事業者について行われた供用後事後調査その他の手続は当該２以上の

移行事業者について行われたものとみなす。

（報告又は資料の提出）

第54条　市長は，この条例の施行に必要な限度において，移行事業者に対し，

法対象事業に係る供用後事後調査の実施の状況について報告又は資料の提

出を求めることができる。

（立入調査等）

第55条　市長は，供用後事後調査の実施の状況を把握するため，この条例の
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施行に必要な限度において，市長が指定する職員に，法第５条第１項第３

号に規定する対象事業実施区域及びその周辺の土地に立ち入り，必要な調

査をさせ，又は関係者に質問させることができる。

２　前項の規定により立入調査又は質問をする職員は，その身分を示す証明

書を携帯し，関係者の請求があったときは，これを提示しなければならな

い。

３　第１項の規定による立入調査又は質問の権限は，犯罪捜査のために認め

られたものと解釈してはならない。

（事業者に対する勧告）

第56条　市長は，移行事業者がこの条例の規定に違反して供用後事後調査の

全部又は一部を行わないため，法対象事業に係る環境の保全について適正

な配慮がなされることを確保することができないと認めるときは，その者

に対し，必要な措置を講じるよう勧告することができる。

（他の府県及び市町村との協議）

第57条　市長は，法第15条に規定する関係地域が他の市町村の区域にわたる

ときは，供用後事後調査その他の手続について，当該市町村の長及び当該

市町村を包括する府県の知事と協議しなければならない。

（技術開発）

第58条　市長は，供用後事後調査に必要な技術の向上を図るため，当該技術

の研究及び開発の推進に努めなければならない。

　第36条を第45条とする。

　第７章を第８章とする。

　第35条第１項中「事業者」を「第１類事業者」に改め，同条第２項中「保

全」の右に「若しくは生物の多様性の保全」を加え，第６章第２節中同条を

第44条とする。

　第34条第１項及び第２項中「事業者」を「第１類事業者」に改め，同条第

３項中「前項」を「第２項」に，「供しなければ」を「供するとともに，別
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に定めるところにより，インターネットを利用して公表しなければ」に改め，

同項を同条第４項とし，同条第２項の次に次の１項を加える。

３　第１類事業者は，次項の公告と同時に，前項の報告書をインターネット

の利用その他適切な方法により公表しなければならない。

　第34条を第43条とする。

　第33条第１項中「事業者」を「第１類事業者」に改め，同条第２項中「供

しなければ」を「供するとともに，別に定めるところにより，インターネッ

トを利用して公表しなければ」に改め，同条第３項から第５項までを次のよ

うに改める。

３　第１類事業者は，前項の公告と同時に，第１項の事後調査計画書をイン

ターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

４　第１類事業者は，対象事業に係る工事が完了したときは，速やかにその

旨を市長に届け出なければならない。

５　第１類事業者は，第34条の規定による公告（第38条第１項に規定する計

画段階環境配慮及び環境影響評価その他の手続を経ることとしたときは，

当該手続を経た後に行われるものに限る。）が行われてから対象事業に係

る工事が完了するまでの間において，次の各号のいずれかに該当すること

となったときは，速やかにその旨を市長に届け出なければならない。

　⑴　対象事業を実施しないこととしたとき。

　⑵　第17条第１号に掲げる事項を変更したとき（第37条第４項に該当する

場合を除く。）。

　⑶　第17条第２号に掲げる事項を修正した場合において当該修正後の事業

が対象事業に該当しないこととなったとき。

　第33条に次の１項を加える。

６　市長は，前２項の規定による届出があったときは，速やかにその旨を公

告しなければならない。

　第33条を第42条とする。
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　第32条中「事業者」を「第１類事業者」に改め，同条を第41条とする。

　第31条中「事業者」を「第１類事業者」に改め，第６章第１節中同条を第

40条とする。

　第30条第２項中「又は承認」を「，承認又は認定」に改め，同条を第39条

とする。

　第29条第１項中「第25条」を「第34条」に，「第16条第５号」を「第25条

第５号」に，「及び第９条から第25条まで又は第14条から第25条まで」を

「から第34条まで又は第23条から第34条まで」に，「事前配慮」を「計画段

階環境配慮」に，「事業者」を「第１類事業者」に改め，同条第２項中「事

業者」を「第１類事業者」に改め，同条第３項中「事業者」を「第１類事

業者」に，「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に改め，同条第４項前段中

「第26条」を「第35条」に，「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に改め，

同項後段中「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に改め，同条を第38条とす

る。

　第28条第１項中「事業者」を「第１類事業者」に，「第25条」を「第34

条」に，「第24条第１項」を「第33条第１項」に，「第26条」を「第35条」に

改め，同条第２項中「事業者」を「第１類事業者」に，「第25条」を「第34

条」に，「第９条第２号」を「第17条第２号」に，「事前配慮」を「計画段

階環境配慮」に改め，同条第３項前段中「第25条」を「第34条」に，「第９

条第２号」を「第17条第２号」に，「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に，

「事業者」を「第１類事業者」に改め，同項後段中「事前配慮」を「計画段

階環境配慮」に改め，同条第４項中「事業者」を「第１類事業者」に，「第

25条」を「第34条」に改め，同条を第37条とする。

　第６章を第７章とする。

　第27条第１項各号列記以外の部分中「事業者」を「第１類事業者」に，

「第10条第１項」を「第18条第１項」に，「第25条」を「第34条」に改め，

同項第２号中「第９条第２号」を「第17条第２号」に改め，同条第３項中
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「事業者」を「第１類事業者」に，「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に

改め，第５章中同条を第36条とする。

　第26条の見出し中「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に改め，同条本文

中「事業者」を「第１類事業者」に，「第10条第１項」を「第18条第１項」

に，「第９条第２号」を「第17条第２号」に，「第24条第１項」を「第33条第

１項」に改め，「及び第９条」を削り，「事前配慮」を「計画段階環境配慮」

に改め，同条を第35条とする。

　第５章を第６章とする。

　第25条中「供しなければ」を「供するとともに，別に定めるところにより，

インターネットを利用して公表しなければ」に改め，同条に次の１項を加え

る。

２　第１類事業者は，前項の公告と同時に，同項の評価書及び評価書要約書

をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

　第４章中第25条を第34条とする。

　第24条第１項各号列記以外の部分中「事業者」を「第１類事業者」に，

「第19条第１項」を「第28条第１項」に，「第21条第１項」を「第30条第

１項」に改め，同項第１号中「第９条第２号」を「第17条第２号」に改め，

「及び第９条」を削り，「事前配慮」を「計画段階環境配慮」に改め，同項

第２号中「第16条第４号」を「第25条第４号」に改め，同条第２項中「事業

者」を「第１類事業者」に，「第10条第１項」を「第18条第１項」に，「第９

条第１号」を「第17条第１号」に，「第16条第２号」を「第25条第２号」に，

「第27条第１項第３号」を「第36条第１項第３号」に改め，同条第３項各号

列記以外の部分中「事業者」を「第１類事業者」に改め，同項第１号中「第

16条各号」を「第25条各号」に改め，同項第２号中「第19条第１項」を「第

28条第１項」に改め，同項第５号中「事業者」を「第１類事業者」に改め，

同条を第33条とする。

　第４章を第５章とする。
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　第23条第１項中「第19条第１項」を「第28条第１項」に，「第21条第１

項」を「第30条第１項」に，「第20条」を「第29条」に，「第17条」を「第26

条」に，「事業者」を「第１類事業者」に改め，同条第２項中「第６条第３

項」を「第６条第４項」に改め，第３章第３節中同条を第32条とする。

　第22条中「事業者」を「第１類事業者」に改め，第３章第２節中同条を第

31条とする。

　第21条第３項中「第17条」を「第26条」に改め，同条第４項中「事業者」

を「第１類事業者」に改め，同条を第30条とする。

　第20条中「事業者」を「第１類事業者」に改め，「記載された意見」の右

に「（環境の保全の見地からのものに限る。）」を加え，第３章第１節中同条

を第29条とする。

　第19条第１項中「第17条」を「第26条」に改め，同条第２項中「事業者」

を「第１類事業者」に改め，同条を第28条とする。

　第18条の見出し中「説明会」を「準備書説明会」に改め，同条第１項前

段中「事業者」を「第１類事業者」に，「関係地域」を「準備書関係地域」

に，「「説明会」」を「「準備書説明会」」に改め，同項後段中「関係地域」を

「準備書関係地域」に，「説明会」を「準備書説明会」に改め，同条第２項

中「事業者」を「第１類事業者」に，「説明会」を「準備書説明会」に改め，

同条第３項前段中「事業者」を「第１類事業者」に，「した説明会」を「し

た準備書説明会」に，「当該説明会」を「当該準備書説明会」に改め，同項

後段中「事業者」を「第１類事業者」に，「関係地域」を「準備書関係地

域」に改め，同条第４項中「事業者」を「第１類事業者」に，「説明会」を

「準備書説明会」に改め，同条を第27条とする。

　第17条中「第11条第１項」を「第20条第１項」に，「第13条第１項」を

「第22条第１項」に，「第15条」を「第24条」に，「第10条第１項の地域」を

「方法書関係地域」に，「関係地域」を「準備書関係地域」に，「供しなけれ

ば」を「供するとともに，別に定めるところにより，インターネットを利用
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して公表しなければ」に改め，同条に次の１項を加える。

２　第１類事業者は，前項の公告と同時に，同項の準備書及び準備書要約書

をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

　第17条を第26条とする。

　第16条各号列記以外の部分中「事業者」を「第１類事業者」に改め，同条

第１号中「第９条第１号」を「第17条第１号」に，「第５号」の右に「から

第８号まで」を加え，同条第２号中「第11条第１項」を「第20条第１項」に

改め，同条第３号中「第13条第１項」を「第22条第１項」に改め，同条第４

号中「事業者」を「第１類事業者」に改め，同条第７号中「事前配慮」を

「計画段階環境配慮」に改め，同条を第25条とする。

　第３章を第４章とする。

　第２章を削る。

　第１章中第５条の次に次の１条を加える。

（技術指針の策定等）

第６条　市長は，既に得られている科学的知見に基づき，環境影響評価等及

び第50条第１項に規定する供用後事後調査を適切かつ円滑に行うために必

要であると認められる技術上の指針（以下「技術指針」という。）を定め

なければならない。

２　技術指針には，次に掲げる事項を定めるものとする。

　⑴　計画段階環境配慮事項の選定並びに当該計画段階環境配慮事項に係る

調査，予測及び評価の手法に関する指針

　⑵　環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査，予測及び評価を合理

的に行うための手法を選定するための指針

　⑶　環境の保全のための措置に関する指針

　⑷　事後調査及び第50条第１項に規定する供用後事後調査の計画に関する

指針

３　技術指針については，常に適正な科学的判断が加えられ，必要な改定が
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なされなければならない。

４　市長は，技術指針を定め，又は改定しようとするときは，あらかじめ，

第59条に規定する審査会の意見を聴かなければならない。

５　市長は，技術指針を定め，又は改定したときは，速やかにこれを告示し

なければならない。

６　環境影響評価等及び第50条第１項に規定する供用後事後調査は，技術指

針に従って行わなければならない。

　第１章の次に次の２章を加える。

　　　第２章　方法書の作成前の手続

　　　　第１節　計画段階環境配慮の実施

第７条　事業者は，対象事業に係る計画の立案の段階において，事業実施想

定区域における当該対象事業に係る計画段階環境配慮を行わなければなら

ない。

　　　　第２節　配慮書案の作成等

（配慮書案の作成及び提出）

第８条　事業者は，前条の規定により計画段階環境配慮を行った後，次に掲

げる事項を記載した配慮書案を作成し，市長に提出しなければならない。

　⑴　氏名及び住所（法人にあっては，名称及び代表者名並びに主たる事務

所の所在地）

　⑵　対象事業の目的及び内容

　⑶　対象事業の計画を立案した経緯

　⑷　事業実施想定区域及びその周囲の概況

　⑸　計画段階環境配慮事項ごとに調査，予測及び評価の結果を取りまとめ

たもの

（配慮書案の公告，縦覧等）

第９条　市長は，前条の規定による配慮書案の提出があったときは，速やか

に，配慮書案が提出された旨その他別に定める事項を公告し，当該配慮書



（議第133号）16

案を公告の日から起算して１月間縦覧に供するとともに，別に定めるとこ

ろにより，インターネットを利用して公表しなければならない。

２　事業者は，前項の公告と同時に，同項の配慮書案をインターネットの利

用その他適切な方法により公表しなければならない。

（配慮書案説明会の開催等）

第10条　第１類事業者は，前条第１項の縦覧期間内に，本市の区域内におい

て，配慮書案の記載事項を周知させるための説明会を開催し，又は別に定

める必要な措置（以下「配慮書案説明措置」という。）を採らなければな

らない。

２　第１類事業者は，前項の規定により説明会を開催し，又は配慮書案説明

措置を実施しようとするときは，その内容についてあらかじめ市長に届け

出るとともに，別に定めるところにより，当該内容を公示しなければなら

ない。

３　第１類事業者は，第１項の規定により説明会を開催し，又は配慮書案説

明措置を実施したときは，速やかにその状況を市長に報告しなければなら

ない。

（配慮書案についての意見書の提出等）

第11条　配慮書案について環境配慮の観点からの意見を有する者は，第９条

第１項の縦覧期間内に，市長に意見書を提出することができる。

２　市長は，前項の規定による意見書の提出があったときは，同項の期間を

経過した後速やかに，当該意見書の写しを事業者に送付しなければならな

い。

（配慮書案についての意見に対する見解書の提出）

第12条　事業者は，前条第２項の規定による意見書の写しの送付を受けたと

きは，遅滞なく，当該意見書に記載された意見（環境配慮の観点からのも

のに限る。）の概要及び当該意見に対する事業者の見解を記載した書類を

市長に提出しなければならない。
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　　　　第３節　配慮書案についての市長の意見

第13条　市長は，前条の規定による書類の提出があったときは，当該提出が

あった日から起算して３月（第11条第１項に規定する意見書の提出がない

場合にあっては，第９条第１項の公告の日から起算して４月）以内に，事

業者に対し，配慮書案について環境配慮の観点からの意見を書面により述

べなければならない。

２　第６条第４項の規定は，前項の規定により市長が配慮書案について意見

を述べる場合について準用する。

３　市長は，第１項の規定により意見を述べたときは，速やかに，その旨そ

の他別に定める事項を公告し，前条に規定する書類及び同項の書面を公告

の日から起算して１月間縦覧に供しなければならない。

　　　　第４節　配慮書の作成等

（配慮書の作成及び提出）

第14条　事業者は，前条第１項の意見を勘案するとともに，第11条第１項の

意見に配意して第８条各号に掲げる事項について検討した結果を反映させ

た配慮書を作成し，速やかに市長に提出しなければならない。

（配慮書の公告，縦覧等）

第15条　市長は，前条の規定による配慮書の提出があったときは，速やかに，

配慮書が提出された旨その他別に定める事項を公告し，当該配慮書を公告

の日から起算して１月間縦覧に供するとともに，別に定めるところにより，

インターネットを利用して公表しなければならない。

２　事業者は，前項の公告と同時に，同項の配慮書をインターネットの利用

その他適切な方法により公表しなければならない。

　　　　第５節　第２類事業の実施の制限

第16条　第２類事業に係る事業者は，前条第１項の規定による公告が行われ

るまでは，第２類事業を実施してはならない。

　　　第３章　準備書の作成前の手続
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　　　　第１節　方法書の作成等

（方法書の作成及び提出）

第17条　第１類事業者は，対象事業に係る環境影響評価を行う方法（調査，

予測及び評価に係るものに限る。）について，次に掲げる事項を記載した

環境影響評価方法書（以下「方法書」という。）を作成し，市長に提出し

なければならない。

　⑴　氏名及び住所（法人にあっては，名称及び代表者名並びに主たる事務

所の所在地）

　⑵　対象事業の目的及び内容

　⑶　対象事業が実施されるべき区域（以下「対象事業実施区域」とい

う。）及びその周囲の概況

　⑷　対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査，予測及び評価の手法

（当該手法が決定されていない場合にあっては，対象事業に係る環境影

響評価の項目に限る。）

　⑸　対象事業に係る計画段階環境配慮の内容

　⑹　第11条第１項の意見の概要

　⑺　第13条第１項の市長の意見

　⑻　前２号の意見に対する第１類事業者の見解

（方法書の公告，縦覧等）

第18条　市長は，前条の規定による方法書の提出があったときは，対象事業

に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域（以下「方法書関係

地域」という。）を定めるとともに，環境影響評価の項目並びに調査，予

測及び評価の手法について環境の保全の見地からの意見を求めるため，速

やかに，方法書が提出された旨その他別に定める事項を公告し，方法書を

公告の日から起算して１月間縦覧に供するとともに，別に定めるところに

より，インターネットを利用して公表しなければならない。

２　第１類事業者は，前項の公告と同時に，同項の方法書をインターネット
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の利用その他適切な方法により公表しなければならない。

（方法書説明会の開催等）

第19条　第１類事業者は，前条第１項の縦覧期間内に，方法書関係地域内に

おいて，方法書の記載事項を周知させるための説明会（以下「方法書説明

会」という。）を開催しなければならない。この場合において，方法書関

係地域内に方法書説明会を開催する適当な場所がないときは，方法書関係

地域以外の地域において開催することができる。

２　第１類事業者は，方法書説明会を開催しようとするときは，その開催を

予定する日時及び場所を定め，その旨を市長に届け出るとともに，別に定

めるところにより，これらを方法書説明会の開催を予定する日の１週間前

までに公示しなければならない。

３　第１類事業者は，その責めに帰することができない事由であって別に定

めるものにより，前項の規定による公示をした方法書説明会を開催するこ

とができない場合には，方法書説明会を開催することを要しない。この場

合において，第１類事業者は，前条第１項の縦覧期間内に，方法書を要約

した書類の提供その他の方法により，方法書関係地域内において，方法書

の記載事項を周知させるように努めなければならない。

４　第１類事業者は，方法書説明会を開催したときはその状況を，方法書説

明会を開催することができない場合において，方法書の記載事項を周知さ

せるように努めたときはその旨を，速やかに市長に報告しなければならな

い。

（方法書についての意見書の提出等）

第20条　方法書について環境の保全の見地からの意見を有する者は，第18条

第１項の公告の日から，同項の縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週

間を経過する日までの間に，市長に意見書を提出することができる。

２　市長は，前項の規定による意見書の提出があったときは，同項の期間を

経過した後速やかに，当該意見書の写しを第１類事業者に送付しなければ



（議第133号）20

ならない。

（方法書についての意見に対する見解書の提出）

第21条　第１類事業者は，前条第２項の規定による意見書の写しの送付を受

けたときは，遅滞なく，当該意見書に記載された意見（環境の保全の見地

からのものに限る。）の概要及び当該意見に対する第１類事業者の見解を

記載した書類を市長に提出しなければならない。

　　　　第２節　方法書についての市長の意見

第22条　市長は，前条の規定による書類の提出があったときは，当該提出が

あった日から起算して３月（第20条第１項に規定する意見書の提出がない

場合にあっては，第18条第１項の公告の日から起算して５月）以内に，第

１類事業者に対し，方法書について環境の保全の見地からの意見を書面に

より述べなければならない。

２　第６条第４項の規定は，前項の規定により市長が方法書について意見を

述べる場合について準用する。

３　市長は，第１項の規定により意見を述べたときは，速やかに，その旨そ

の他別に定める事項を公告し，前条に規定する書類及び同項の書面を公告

の日から起算して１月間縦覧に供しなければならない。

　　　　第３節　環境影響評価の実施等

（環境影響評価の項目等の選定）

第23条　第１類事業者は，前条第１項の意見を勘案するとともに，第20条第

１項の意見に配意して第17条第４号に掲げる事項に検討を加え，対象事業

に係る環境影響評価の項目並びに調査，予測及び評価の手法を選定しなけ

ればならない。

（環境影響評価の実施）

第24条　第１類事業者は，前条の規定により選定した項目及び手法に基づい

て，対象事業に係る環境影響評価を行わなければならない。

附 則
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（施行期日）

１　この条例は，平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この条例による改正後の京都市環境影響評価等に関する条例（以下「改

正後の条例」という。）第２条第１項第４号に規定する対象事業（以下

「改正後の対象事業」という。）であって，この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）前にこの条例による改正前の京都市環境影響評価等

に関する条例（以下「改正前の条例」という。）第10条の規定による公告

が行われたものについては，改正後の条例第２章の規定は，適用しない。

３　改正後の対象事業に該当する事業（施行日の前日において，改正前の

条例第２条第２号に規定する対象事業に該当しないものに限る。）であっ

て，次の各号のいずれかに該当するもの（第１号及び第２号に掲げるもの

にあっては，施行日以後その内容を変更せず，又は事業規模を縮小し，若

しくは軽微な変更その他の別に定める変更のみをして実施されるものに限

る。）については，改正後の条例第２章から第８章までの規定は，適用し

ない。

　⑴　施行日前に免許等（法律又は条例に基づく免許，特許，許可，認

可，承認又は認定（改正後の条例第39条第１項の規定による許可等を除

く。）をいう。）が与えられた事業

　⑵　施行日前に都市計画法第17条第１項の規定による公告が行われた同法

の都市計画に定められた事業

　⑶　施行日から起算して６月を経過する日までに工事に着手する事業

　⑷　施行日から起算して６月を経過する日までに別に定める事業計画書が

提出された改正後の条例第２条第１項第３号に規定する第２類事業に該

当する事業

４　環境影響評価法第２条第２項に規定する第一種事業又は同条第３項に規

定する第二種事業であって，施行日前に同法第７条の規定による公告が行
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われたものについては，改正後の条例第８章の規定は，適用しない。

５　前３項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な経過措置は，

別に定める。

（関係条例の一部改正）

６　京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を次のように改

正する。

　　第28条各号列記以外の部分中「第２条第２号」を「第２条第１項第４

号」に改め，同条第２号中「第25条」を「第34条」に改める。

提案理由

　環境影響評価法の一部改正に伴い同法の手続との整合を図るとともに，健

全で恵み豊かな環境の保全について適正な配慮がなされることを確保するた

めの措置を講じる必要があるので提案する。


